
1　事業の概要

①　成果目標（H27)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

13,549 13,549

11,155 11,455 11,757

2,094

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

工業技術総合センター各技術部門との連携により、品質や機能性を更に高める。また開発した商品の認知度を高めるため、プレスリリース
などを活用し、情報発信の強化に積極的に取り組む。

目標に対
する成果
の状況

商品開発に熟達した総合プロヂュサーの配置などにより、効率的、効果的な商品開発が可能となり、商品化に至った件数は目標を上回っ
た。

 概算事業費（B（A）+C） 28,265 29,779 29,172 30,403

16,516 16,552

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

Aの
財源

27,104 13,549

概　算
人件費

2.00 2.00 2.00 2.00

16,516

11,749 13,263 12,620

16,552

2,088 2,100 0

合計（A) 13,243 13,851

27年度 28年度

13,549

当初予算 13,243

補正予算 13,549

区　　分（単位：千円） 25年度 26年度

ﾃﾞｻﾞｲﾝにより顧客の感性に働きかける製品の開発支
援
・ﾃﾞｻﾞｲﾝ専門支援員配置（１名）
・ﾃﾞｻﾞｲﾝの役割、活用に関する啓蒙
・新製品へのﾃﾞｻﾞｲﾝ導入に際しての助言、支援
・開発製品の紹介パネル等ＰＲ資料の作成支援

0

新製品開発のためのワーク
ショップ開催及びプロジェクト
の推進

直接

13,555 0 13,851

地域資源の効果的な活用方法を研究するﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ開
催（２テーマ実施、利用者負担2/3）及び商品化の可能
性が高い有望案件（開発プロジェクト）への外部専門
家等の派遣（13案件77日実施、利用者負担2/3）

0

合計 0

成果目標の達成状況

県が関与
する理由

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

地域資源を「信州ブランド」として高付加価値で発信力のある製品にするためには、中小企業・生
産者単独の取組では限界があり、県の支援が必要

課・室 ものづくり振興課

総合５か年
計画

プロジェクト  ９－２－３　信州ブランド確立 E-mail mono@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
１ー１　信州をけん引するものづくり産業の振興

目指す姿

県民との協働による実施： 実施は困難

特色ある地域資源を活用した製品開発を企画から商品化まで通して支援し、優位性のある新商品開発を促進するとともにブランド化を図
る。

平成20年からセンター事業を開始し、年間数百件に及ぶ企業等からの地域資源活用に関する相談に応じ、商品化・販路開拓に向け継続
的に支援を行っている。センターが関わり商品化に至った製品の延べ件数は、５年間で150件を超える見通しである。

30

事業番号 07 04 12 事業改善シート （27年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 地域資源製品開発支援センター事業費 担
当
課

部局 産業労働部

１　成長産業の創出 実施期間 H20 ～

（当初） （決算） （当初）

30 41 達成

0 5,506 5,751

3,511 3,751

3,603 4,349

12,620 13,851

企画から商品化までの総合ﾌﾟ
ﾛﾃﾞｭｰｽ

直接

地域資源活用に取り組む企業に対する継続的支援
・民間での開発実績を有する総合ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ配置（１
名）
・具体的な構想、製品企画の策定支援
・製品の試作、評価分析に関する支援
・開発製品のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化へのｱﾄﾞﾊﾞｲｽ
・開発製品の情報発信（ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ等）のｻﾎﾟｰﾄ

項目

商品化に至った件
数（件）

現状
（予算編成

時）

商品化に至る製品の件数：30件

Ｈ27 H28
目標

H26末
（実績） 目標 成果 達成状況

30

デザイン支援による感性価値
の向上

直接

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H27事業実績
H27 H28

mailto:mono@pref.nagano.lg.jp

